
第3章　障害者の職業能力開発に関するアンケート調査の結果報告





第3章　障害者の職業能力開発に関するアンケート調査の結果報告

第1節　障害者の職業能力開発に関するアンケート調査の実施概要

平成 14 年 1 月 7 日（月）に調査票を発送し、返送期限を 1月 25 日（金）として、アン

ケート調査を実施した。

「情報通信関連分野」、「流通関連分野」、「医療・福祉関連分野」の、3つの調査対象分

野の事業所に対して、合計 1,036 票のアンケート調査票を発送した。そのうち、319票を回

収し、回収率は30.8％であった。

調査対象分野ごとの発送数、回収数および回収率は下表のとおりである。

表3－ 1 アンケート調査表の発送数および回収結果

今回の調査では、1つの事業所に対して、事業所における身体障害者雇用について全般

的に質問する「事業所アンケート」を 1票と、身体障害者の個別就労事例について質問す

る「個別事例アンケート」を3票、送付した。

事業所アンケートおよび個別事例アンケートの有効回答票数は、下表のとおりである。

表3－ 2 事業所アンケートおよび個別事例アンケートの有効回答票数

事業所アンケート� 個別事例アンケート� 

情報通信関連分野� ９７票� ２１８票� 

流通関連分野� ７８票� １７２票� 

医療・福祉関連分野� １４４票� ２５６票� 

計� ３１９票� ６４６票� 

発送数� 回収数� 回収率� 

情報通信関連分野� ３７３票� ９７票� ２６．０％� 

流通関連分野� ２３１票� ７８票� ３３．８％� 

医療・福祉関連分野� ４３２票� １４４票� ３３．３％� 

計� １，０３６票� ３１９票�� ３０．８％�
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第2節　事業所アンケート調査結果

2－ 1 回答事業所の概要

（1）企業の売上高（問1（2）①）

情報通信関連分野の場合、回答事業所の企業規模は、中小企業から大企業まで多岐にわ

たっている。流通関連分野では、売上高 100 億円以上、500 億円未満の事業所が 33.3 ％と

最も多い。また、医療・福祉関連分野については、比較的規模の小さい企業が大半を占め

ている。

図3－ 1 情報通信関連分野

問１．事業所の概要（２）会社概要①売上高（n=97）�

～５０億円未満�
15.5%

～１００億円未満�
7.2%～５００億円未満�

22.7%

～１０００億円未満�
8.2%

～１０億円未満�
8.2%

～５億円未満�
8.2%

～１億円未満�
3.1%

５０００万円未満�
2.1%

～５０００億円未満�
11.3%

～１兆円未満�
2.1%

１兆円以上�
5.2%

無回答�
6.2%
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図3－ 2 流通関連分野

図3－ 3 医療・福祉関連分野

問１．事業所の概要（２）会社概要①売上高（n=144）�
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問１．事業所の概要（２）会社概要①売上高（n=78）�
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（2）企業の従業員数（問1（2）②）

従業員数の規模についても、情報通信関連分野は比較的小規模な企業から、大規模な企

業まで、様々である。一方、流通関連分野では、500人以上 2,000 人未満の規模の企業が過

半数を占めている。医療・福祉関連分野については、500人未満の企業が約 77％を占めて

おり、比較的小規模な企業の割合が圧倒的に大きくなっている。

図3－ 4 情報通信関連分野

問１．事業所の概要（２）会社概要②従業員数（n=97）�
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図3－ 5 流通関連分野

図3－ 6 医療・福祉関連分野

問１．事業所の概要（２）会社概要②従業員数（n=144）�
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（3）業種（問1（2）③）

情報通信関連分野では、「情報サービス業」が 41.2 ％と最も多く、次いで「情報通信関

連機器製造業」が19.6％となっている。

流通関連分野では、「百貨店」が43.6％、「食品スーパー」が25.6％と多くなっている。

医療・福祉関連分野については、約 3割の事業所が「施設介護・看護サービス業」およ

び「在宅介護・看護サービス業」と回答している。

図3－ 7 情報通信関連分野

問１．事業所の概要（２）会社概要③業種（n=97）�
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図3－ 8 流通関連分野

図3－ 9 医療・福祉関連分野
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（4）事業所の従業員数（問1（4）③）

情報通信関連分野および流通関連分野については、事業所の従業員数が「100 人未満」、

「100人以上 500人未満」の事業所が半数前後を占めている。

一方、医療・福祉関連分野では、「100 人未満」の事業所と「100 人以上 500 人未満」の

事業所とを合わせると 82.7 ％となり、比較的規模の小さい事業所が圧倒的に多くなってい

る。

図3－ 10 情報通信関連分野

問１．事業所の概要�（４）事業所の概要③従業員数－全�従業員数（n=97）�
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図3－ 11 流通関連分野

図3－ 12 医療・福祉関連分野
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（4．1）事業所の正社員数（問1（4）③）

従業員数のうち、正社員に注目しても、医療・福祉関連分野では、「100人未満」の事業

所が過半数を占めており、情報通信関連分野や情報通信関連分野に比べて事業所規模が小

さいことが分かる。

図3－ 13 情報通信関連分野

問１．事業所の概要（４）事業所の概要③従業員数－うち正社員（n=97）�
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図3－ 14 流通関連分野

図3－ 15 医療・福祉関連分野
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（5）事業所における従業員数の増減傾向（問1（2）④）

ここ数年、急速な成長を遂げてきた情報通信関連分野だが、IT不況の影響に見舞われて、

やや頭打ちになったためか、「ほぼ横ばい」と回答した事業所が最も多かった（44.8％）。

流通関連分野は、全般的に厳しい経営環境に置かれており、「減少傾向」と回答した事業

所が56.4％にのぼった。

一方、医療・福祉関連分野では、「増加傾向」と回答した事業所が 42.4 ％と、他の 2分

野に比べて最も大きな割合となっている。

図3－ 16 情報通信関連分野

問１．事業所の概要（４）事業所の概要④従業員数の増減傾向（n=97）�
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図3－ 17 流通関連分野

図3－ 18 医療・福祉関連分野
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2－ 2 回答事業所における障害者の雇用状況（問1（5））

3 分野で共通して、「肢体不自由（下肢）」の障害者を雇用している事業所の割合が、他

の障害特性の人を雇用している事業所の割合に比べて、最も大きくなっている。

3つの分野を比較すると、「聴覚・言語障害」の障害者を雇用している事業所の割合につ

いて、「情報通信関連分野」が他の2つの分野よりも大きくなっている点が特徴的である。

図3－ 19 情報通信関連分野
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図3－ 20 流通関連分野
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図3－ 21 医療・福祉関連分野
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2－ 3 今後 5年程度における身体障害者の職域拡大の可能性

（1）情報通信関連分野

今後、従業員数が伸びそうな職種としては、「システム・エンジニア」が 21.1 ％と最も

多い。その他、「システム・コンサルタント等」、「営業職・販売職」、「研究開発」などが

挙げられている。

これらの職種において身体障害者の雇用の可能性が広がるための条件としては、「教育訓

練によるスキルの向上」を挙げる事業所が最も多い（45.9％）。

また、雇用の可能性が考えられる障害特性としては「肢体不自由（下肢）」が、重度の場

合も、重度以外の場合も、最も多くなっている。

図3－ 22 障害の有無に関わらず従業員数が伸びそうな職種（問3－ 1）

問３－１．障害の有無にかかわらず従業員数が伸びそうな職種（n=194）�
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0.5
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21.1
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1.5

0.5
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0.5
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１．事務職�

２．営業職・販売職�

４．商品開発�

６．設計�

１２．溶接�

１５．検査・計量器校正�

１９．電気通信設備工事作業者�

２１．システム・エンジニア�

２３．キーパンチャー�

２５．カスタマー・エンジニア�

２９．電話オペレーター�

その他�

３．マーケティング�

５．研究開発�

７．生産技術�

１４．組立�

１６．設備保全・機械保全�

２０．システムコンサルタント、システム監査技術者等�

２２．プログラマー�

２４．オペレーター�

２６．ウェブ・デザイナー�

３０．ヘルスキーパー�

無回答�

（％）�
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図3－ 23 成長職種において身体障害者の雇用の可能性が広がるための条件（問3－ 2）

問３－２．雇用の可能性が広がる条件（n=194）�
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機能支援機器の新規導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

分からない�

無回答�

（％）�
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図3－ 24 雇用の可能性が考えられる障害特性（問3－ 3）

問３－３．雇用の可能性がある障害（n=194）�

4.6

11.3

10.8

23.2

7.2

13.4

17.5
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無回答�
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【重度以外】�

（％）�
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（2）流通関連分野

今後、従業員数が伸びそうな職種としては、「売場担当者」が最も多く（13.5%）、その

他に「事務職」、「店頭での顧客対応」、「加工・調理係」などが挙げられている。

これらの職種において身体障害者の雇用の可能性が広がるための条件としては、「教育訓

練によるスキルの向上」を挙げる事業所が最も多い（31.4％）。

また、これらの職種での雇用の可能性が考えられる障害特性としては、「肢体不自由（下

肢）」を挙げる事業所の割合が最も多いが、「重度以外」に注目すれば、特定の障害の種類

に偏ることなく、様々な特性の人に雇用の可能性があると考えられていることが伺える。

図3－ 25 障害の有無に関わらず従業員数が伸びそうな職種（問3－ 1）

問３－１．障害の有無にかかわらず従業員数が伸びそうな職種（n=156）�
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６．ウェブ・マスター�
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１２．売場担当者�

１３．加工・調理係�

１６．レジ係、キャッシャー、チェッカー�
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２０．清掃、設備管理・保全、警備�
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２２．物流センターの作業員�

その他�

無回答�

（％）�
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図3－ 26 成長職種において身体障害者の雇用の可能性が広がるための条件（問3－ 2）

問３－２．雇用の可能性が広がる条件（n=156）�
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通勤手段への配慮�
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（％）�
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図3－ 27 雇用の可能性が考えられる障害特性（問3－ 3）

問３－３�．雇用の可能�性がある障害�（n=156）�
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(3) 医療・福祉関連分野

今後、従業員数が伸びそうな職種としては、「身の回りの世話」、「医療ケアの補助」、

「クリーニング職」に回答した割合が多い。これらの職種において身体障害者の雇用の可能

性が広がるための条件としては、「指導的社員や同僚のサポート」が最も多くなっている。

図3－ 28 障害の有無に関わらず従業員数が伸びそうな職種（問3－ 1）

59 
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１３．身の回�りの世話（介助に近い）�
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図3－ 29 成長職種において身体障害者の雇用の可能性が広がるための条件（問3－ 2）

問３－２．雇用の可能性が広がる条件（n=288）�
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（％）�
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図3－ 30 雇用の可能性が考えられる障害特性（問3－ 3）

問３－３．雇用の可能性がある障害（n=288）�
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2－ 4 身体障害者の雇用に関する考え方（問4）

3 つの調査対象分野に共通して、「専門的な知識等を持っていれば、戦力として採用した

い」に回答した事業所の割合が最も多くなっている。

医療・福祉関連分野については、「行政が障害者雇用を支援する体制を整備すれば、採用

したい」に回答した割合が、他の2つの分野に比べて大きくなっているのが特徴的である。

図3－ 31 情報通信関連分野

問４．身体に障�害のある方の雇用について（�n=97）�
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知ることができ�れば採用したい�

行政が障害者雇�用を支援する体制を�
整備すれば、採�用したい�

企業としての社�会的責任があるので、�
雇用したほうが�よいと思う�

あまり積極的に�考えていない�

その他�

分からない�

無回答�

（％）�
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図3－ 32 流通関連分野

図3－ 33 医療・福祉関連分野

問４．身体に障害のある方の雇用について（n=144）�
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問４．身体に障害のある方の雇用について（n=78）�
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第3節　個別事例アンケート調査結果

3－ 1 個別事例の身体障害者の属性

（1）年齢（問1（1））

情報通信関連分野については、「20 代」の割合が、他の 2分野に比べて大きいのが特徴

である。

流通関連分野の場合は、各年代層が同程度の割合となっている。

医療・福祉関連分野では、「40代」と「50代」が合わせて 53.8 ％となっており、中高年

の比率が高いのが特徴的である。

図3－ 34 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（１）年齢（n=218）�

１０代�
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６０代�
2.8%

無回答�
0.5%
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図3－ 35 流通関連分野

図3－ 36 医療・福祉関連分野

問１．個人のプロフィール（１）年齢（n=256）�
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（2）性別（問1（2））

いずれの分野においても、男性の割合の方が大きい。ただし、流通関連分野に関しては、

女性の割合が他の2分野に比べて大きくなっている。

図3－ 37 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（２）性別（n=218）�

男性�
68.8%

女性�
28.9%

無回答�
2.3%
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図3－ 38 流通関連分野

図3－ 39 医療・福祉関連分野

問１．個人のプロフィール（２）性別（n=256）�
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（3）最終学歴（問1（3））

いずれの分野においても、「高等学校卒」が半数前後を占めている。

医療・福祉関連分野については、「義務教育（中学）修了」の割合が、他の2分野に比べ

て大きくなっている。

図3－ 40 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（３）最終学歴（n=218）�

無回答�
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9.6%
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図3－ 41 流通関連分野

図3－ 42 医療・福祉関連分野
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義務教育（中学）修了�
16.8%

問１．個人のプロフィール（３）最終学歴（n=172）�

無回答�
6.4%

大学・大学院卒�
17.4%

短大・専門学校卒�
12.2%

高等学校卒�
57.6%

義務教育（中学）修了�
6.4%
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（4）障害の状況（問1（4）①）

情報通信関連分野については、「聴覚・言語障害」（重度）の人と、「肢体不自由（下肢）」

（重度）の人の割合が大きく、この傾向は他の2分野に比べても特徴的である。

流通関連分野では、「肢体不自由（下肢）」（重度以外）が最も多い。

医療・福祉関連分野においても同様に、「肢体不自由（下肢）」（重度以外）が最も多い

が、それ以外の人については、障害特性にあまり偏りが見られない。

図3－ 43 情報通信関連分野

問１．個人�のプロフィール（�４）障害の状況（n=218）�

4.1

19.3

6.9

21.1

2.8

6.4

6.4

0

0.9

3.2

7.8

8.7

12.8

1.8

2.3

0.5

1.8

0 5 10 15 20 25

視覚障害�

聴覚・言語�障害�

肢体不自由�・上肢�

肢体不自由�・下肢�

肢体不自由�・その他�

内部障害・�心臓�

内部障害・�腎臓�

内部障害・�その他�

無回答�

【重度】�
【重度以�外】�

（％）�
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図3－ 44 流通関連分野

図3－ 45 医療・福祉関連分野

問１．個�人のプロフィール�（４）障害の状況�（n=256）�

7

9

6.3

10.2

3.5

6.3

6.3

0.8

9.1

7.8

7.8

9

20.3

3.9

2.7

0

1.6

0 5 10 15 20 25

視覚障害�

聴覚・言語�障害�

肢体不自由�・上肢�

肢体不自由�・下肢�

肢体不自由�・その他�

内部障害・�心臓�

内部障害・�腎臓�

内部障害・�その他�

無回答�

【重度】�
【重度以�外】�

（％）�

問１．個人のプロフィール（４）障害の状況（n=172）�

2.9

9.3

8.7

12.8

4.1

9.9

9.3

1.2

3.5

1.2

4.7

12.8

20.9

4.1

1.2

1.2

0

0 5 10 15 20 25

視覚障害�

聴覚・言語障害�

肢体不自由・上肢�

肢体不自由・下肢�

肢体不自由・その他�

内部障害・心臓�

内部障害・腎臓�

内部障害・その他�

無回答�

【重度】�
【重度以外】�

（％）�
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（5）車いすの使用の有無（問1（4）②）

車いすを使用している人の割合は、情報通信分野では15.1％と、他の 2つの分野に比べ

て大きくなっている。

図3－ 46 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（４）【車イスの使用】（n=218）�

無回答�
2.3%

使用していない�
82.6%

使用している�
15.1%
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図3－ 47 流通関連分野

図3－ 48 医療・福祉関連分野

問１．個人のプロフィール（４）【車イスの使用】（n=256）�

無回答�
1.6%

使用していない�
89.8%

使用している�
8.6%

問１．個人のプロフィール（４）【車イスの使用】（n=172）�

無回答�
1.7%

使用していない�
91.9%

使用している�
6.4%
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（6）採用時の障害の有無（問1（5））

採用時に障害があった人の割合は、医療・福祉関連分野が91.2％と最も多く、情報通信

関連分野では84.8％、流通関連分野では72.1％となっている。

図3－ 49 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（�５）採用時の障害（n=218）�

無回答�
1.4%なし�

13.8%

あり�
84.8%
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図3－ 50 流通関連分野

図3－ 51 医療・福祉関連分野

問１．個人�のプロフィール（�５）採用時の障害�（n=256）�

なし�
8.8%

あり�
91.2%

問１．個人のプロフィール（５）採用時の障害（n=172）�

無回答�
2.9%

なし�
25.0%

あり�
72.1%
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（7）雇用形態（問1（6））

情報通信関連分野および医療・福祉関連分野では、「正社員」として雇用されている人が

大多数である。

一方、流通関連分野では「パートタイマー」が 26.2 ％、「契約社員」が 22.7 ％と、非正

社員として雇用されている人の割合が大きいのが特徴である。

図3－ 52 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（６）雇用形態（n=218）�

パートタイマー�
4.6%

臨時・アルバイト�
0.9%

契約社員�
4.6%

正社員�
87.6%

派遣社員�
0.0%

無回答�
0.5%

その他�
1.8%
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図3－ 53 流通関連分野

図3－ 54 医療・福祉関連分野

問１．個人のプロフィール（６）雇用形態（n=256）�

臨時・アルバイト�
1.3%

契約社員�
3.8%

正社員�
94.9%

問１．個人のプロフィール（６）雇用形態（n=172）�

パートタイマー�
26.2%

臨時・アルバイト�
0.0%

契約社員�
22.7%

正社員�
47.7%

派遣社員�
0.0%

その他�
3.5%
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（8）勤務形態（問1（7））

いずれの分野においても、大半の場合、「フルタイム勤務」である。

流通関連分野に関しては、「パートタイム勤務」の割合が 25.8 ％と、他の 2分野に比べ

て大きくなっている。

図3－ 55 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（７）勤務形態（n=218）�

無回答�
0.5%

フルタイム勤務�
92.2%

パートタイム勤務�
5.0%

在宅勤務（含：テレ�
ワーク）�
0.9%

その他�
1.4%
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図3－ 56 流通関連分野

図3－ 57 医療・福祉関連分野

問１．個人のプロフィール（７）勤務形態（n=256）�

フルタイム勤務�
93.5%

パートタイム勤務�
6.5%

問１．個人のプロフィール（７）勤務形態（n=172）�

フルタイム勤務�
74.2%

パートタイム勤務�
25.8%

在宅勤務（含：テレワーク）�
0.0%
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（9）勤続年数（問 1（8））

いずれの分野においても、「10 年以上」が最も多く、次いで「5年～ 10 年未満」、「1年

～ 3年未満」の順に多くなっている。

図3－ 58 情報通信関連分野

問１．個人のプロフィール（８）勤続年数（n=218）�

５年～１０年未満�
20.6%

１０年以上�
34.9%

３年～５年未満�
12.8%

１年～３年未満�
18.8%

６ヶ月～１年未満�
9.2%

６ヶ月未満�
2.8%無回答�

0.9%
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図3－ 59 流通関連分野

図3－ 60 医療・福祉関連分野

問１．個人�のプロフィール（�８）勤続年数（n= 256）�

５年～１０�年未満�
23.4%

１０年以上�
39.5%

３年～５年�未満�
12.1%

１年～３年�未満�
14.5%

６ヶ月～１�年未満�
5.9%

６ヶ月未満�
2.3%無回答�

2.3%

問１．個人のプロフィール（８）勤続年数（n=172）�

５年～１０年未満�
19.8%

１０年以上�
37.2%

３年～５年未満�
7.0%

１年～３年未満�
25.6%

６ヶ月～１年未満�
5.8%

６ヶ月未満�
4.1%

無回答�
0.6%
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3－ 2 現在の就労状況

（1）情報通信関連分野

現在従事している職種は「事務職」が 30.7 ％と最も多く、次いで「システム・エンジニ

ア」（12.4％）、「組立」（9.6％）となっている。

現在の職種に配置した際の基準としては、「専門的なスキル」、「本人の希望」、「会社の

都合」が多く挙げられている。

また、現在の職種に雇用する際に配慮していることとしては、「指導的社員や同僚のサ

ポート」（42.4％）、「教育訓練によるスキルの向上」（38.5％）への回答が多くなっている。

図3－ 61 現在、従事している職種（問2－ 1）

問２－１．従事�している職種（n=218）�

30.7

2.3

0.5

2.8

4.1

2.3

0.5

1.8

0.5

9.6

4.1

0.9

1.4

0.5

0.9

12.4

4.6

3.7

5

0.9

0.5

1.4

0.5

2.8

4.6

2.8

0 5 10 15 20 25 30 35

１．事務職�

２．営業職・販売職�

４．商品開発�

５．研究開発�

６．設計�

７．生産技術�

１０．プレス・板金�

１１．機械加工�

１２．溶接�

１４．組立�

１５．検査、計量器校�正�

１６．設備保全・機械�保全�

１７．購買管理�

１９．電気通信設備工�事作業者�

２０．システムコンサ�ルタント、システム監査技術者等�

２１．システム・エン�ジニア�

２２．プログラマー�

２３．キーパンチャー�

２４．オペレーター�

２５．カスタマー・エ�ンジニア�

２６．ウェブ・デザイ�ナー�

２８．校正�

２９．電話オペレータ�ー�

３０．ヘルスキーパー�

その他�

無回答�

（％）�
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図3－ 62 現在の職種に配置した際の基準（問2－ 2）

図 3－ 63 事業所として配慮していること（問2－ 3）

問２－３．現在の職種に雇用する際に、配慮していること（n=218）�

38.5

4.6

7.8

18.3

4.1

12.4

6.9
42.2

17.9

1.8

16.5

24.3

2.8

19.7

0.5

0.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

教育訓練によるスキルの向上�

他の関連職種の経験�

作業工程の分解および再編成�

職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�

問２－２．配置した際の基準（n=218）�

16.5

9.6

17

6

0

16.1

1.4

3.7

0.9

41.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

本人の希望�

過去の就労体験�

専門的なスキル�

人員の空き具合�

職場の同僚の意見�

会社の都合�

いくつかの職務を経験して�
もらってから適性を判断�

その他�

とくにない�

無回答�

（％）�
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（2）流通関連分野

現在、従事している職種は、「事務職」が 44.2 ％で、圧倒的に多い。その他には、「売場

担当者」（10.5％）、「データ入力オペレーター」（10.5％）などが多くなっている。

現在の職種に配置した際の基準については、「会社の都合」、「本人の希望」への回答が

多い。

また、現在の職種で雇用するにあたり配慮していることとしては、「指導的社員や同僚の

サポート」（41.3％）、「無理のない労働時間」（34.9％）が多くなっている。

図3－ 64 現在、従事している職種（問2－ 1）

問２－１．従事している職種（n =172）�

44.2

0.6

0.6

4.7

10.5

5.2

1.2

1.2

1.7

3.5

4.1

10.5

5.2

1.2

5.2

1.2

2.9

0.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

１．事務職�

４．店舗開発担当者�

９．スーパーバイザー�

１１．売場主任・売場マネージャー�

１２．売場担当者�

１３．加工・調理係�

１４．縫製、仕立、修理�

１５．ＰＯＰライター�

１６．レジ係、キャッシャー、チェッカー�

１７．店頭での顧客対応�

１８．電話による顧客対応�

１９．データ入力オペレーター�

２０．清掃、設備管理・保全、警備�

２１．物流センターの管理職�

２２．物流センターの作業員�

２３．ヘルスキーパー�

その他�

無回答�

（％）�
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図3－ 65 現在の職種に配置した際の基準（問2－ 2）

図 3－ 66 事業所として配慮していること（問2－ 3）

問２－３．現在の職種に従事する際に、配慮していること（n=172）�

14

1.2

4.1

9.9

1.2

1.7

9.3

41.3

13.4

0

14

34.9

2.3

23.3

0

2.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

教育訓練によるスキルの向上�

他の関連職種の経験�

作業工程の分解および再編成�

職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�

問２－２．配置した際の基準（n=172）�

15.1

11

4.1

7.6

1.2

16.3

2.9

4.7

1.2

41.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

本人の希望�

過去の就労体験�

専門的なスキル�

人員の空き具合�

職場の同僚の意見�

会社の都合�

いくつかの職務を経験して�
もらってから適性を判断�

その他�

とくにない�

無回答�

（％）�
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（3）医療・福祉関連分野

現在、従事している職種は、「クリーニング職」（17.2 ％）、「その他の事務職」（10.9 ％）

が多くなっている。

現在の職種に配置した際の基準としては、「本人の希望」、「専門的なスキル」が多く

なっている。

また、現在の職種に雇用するにあたって配慮していることとしては、「指導的社員や同僚

のサポート」が35.2％と、最も多くなっている。

図3－ 67 現在、従事している職種（問2－ 1）

問２－１．従事�している職種（�n=256）�

1.2
0.4
0.8
0.8

2.7
1.2

0.8
2.0

10.9
1.6
1.2

3.9
2.3

3.1
1.2
2.0
1.6

0.8
17.2

3.5
0.4
0.4

4.3
0.4

6.6
2.0

13.7
2.0

0.4
0.4
0.8
0.8

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

１．受付業務�
２．外来クラーク�
３．病棟クラー�

４．カルテ管理業務�
ク�

５．保険請求業�務（介護、医療）�

８．入所・入院�者のための連絡調整�
７．ケアプラン作成�

１０．その他の�事務職�

１１．データ入力オペレーター�

９．物品仕入れ・管理�

１２．施設長、�院長�
１３．身の回りの世話（介助に近い）�

１４．医療ケア�の補助�
１５．余暇・機能訓練の支援�

１６．相談・話�し相手�
１９．訪問看護�

２０．車両の運�
２１．調理�
転手�

２２．クリーニ�
２３．仕分け・検品�

ング職�

２４．廃棄物の�
２５．輸送�
分別�

２６．各種検査�
２７．検査補助�

技術師�

２９．清掃員�
３０．設備管理�
３１．その他�
３２．事務職�

３３．営業職・�
４５．組立�
販売職�

５２．取扱い商�品のメンテナンス�
５３．輸送�

（％）�
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図3－ 68 現在の職種に配置した際の基準（問2－ 2）

図 3－ 69 事業所として配慮していること（問2－ 3）

問２－３．現在の職種に雇用する際に、配慮していること（n=256）�

15.6

3.9

2.7

14.1

3.9

2.3

7

35.2

12.5

0

22.3

21.1

4.7

31.6

0.4

3.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40

教育訓練によるスキルの向上�

他の関連職種の経験�

作業工程の分解および再編成�

職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�

問２－２．配置した際の基準（n=256）�

16.8

5.9

16.8

5.1

0.4

8.6

4.7

4.7

0.4

43

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

本人の希望�

過去の就労体験�

専門的なスキル�

人員の空き具合�

職場の同僚の意見�

会社の都合�

いくつかの職務を経験して�
もらってから適性を判断�

その他�

とくにない�

無回答�

（％）�
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3－ 3 今後の職域拡大の可能性

（1）情報通信関連分野

今後、従事する可能性が考えられる職種としては、「事務職」（12.8 ％）が最も多い。そ

の他、「システム・コンサルタント等」を始めとする IT関連の技術者・作業者、「設計」、

「組立」、「購買管理」などが挙げられている。

これらの職種での雇用を可能にする条件としては、「教育訓練によるスキルの向上」が、

51.4％と最も多い。

図3－ 70 今後、従事する可能性が考えられる職種（問3－ 1）

問３－１�．現在従事し�ている職種以外�の、担当が考�えられる職種（�n=218）�

12.8

2.3

0.5

2.8

1.4

4.1

2.3

0.5

1.8

3.7

2.3

2.8

3.7

6

4.1

4.1

4.6

4.1

1.4

2.3

0.5

1.8

1.8

0.5

0.9

27.1

0 5 10 15 20 25 30

１．事務�職�

２．営業�職・販売職�

３．マー�ケティング�

４．商品�開発�

５．研究�開発�

６．設計�

７．生産�技術�

８．金型�

１１．機�械加工�

１４．組�立�

１５．検�査、計量器校正�

１６．設�備保全・機械保全�

１７．購�買管理�

２０．シ�ステムコンサルタ�ント、システム�監査技術者等�

２１．シ�ステム・エンジニ�ア�

２２．プ�ログラマー�

２３．キ�ーパンチャー�

２４．オ�ペレーター�

２５．カ�スタマー・エンジ�ニア�

２６．ウ�ェブ・デザイナー�

２７．Ｉ�Ｔ指導員・ＯＡ機�器インストラク�ター�

２８．校�正�

２９．電�話オペレーター�

３０．ヘ�ルスキーパー�

その他�

無回答�

（％）�
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図3－ 71 その職種での雇用を可能にする条件（問3－ 3）

問３－３．選んだ職種での雇�用を可能にする条件（n=218）�

51.4

17.9

5.5

6

2.3

4.6

1.8

28.4

6.9

1.4

4.1

11.5

0.9

14.7

0

25.7

0 10 20 30 40 50 60

教育訓練によるスキルの向上�

他の関連職種の経験�

作業工程の分解および再編成�

職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整�備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�

― 87 ―

第 3章　障害者の職業能力開発に関するアンケート調査の結果報告



（2）流通関連分野

今後、従事する可能性が考えられる職種としては、「事務職」（15.7 ％）、「データ入力オ

ペレーター」（12.8％）が多くなっている。

これらの職種での雇用を可能にする条件としては、「教育訓練によるスキルの向上」が

40.1％で最も多いほか、「指導的社員や同僚のサポート」も33.7％と多くなっている。

図3－ 72 今後、従事する可能性が考えられる職種（問3－ 1）

問３－１．現�在従事している職種以�外の、担当が考えられ�る職種（n=172）�

15.7

1.2

0

0.6

0.6

1.7

1.2

1.2

1.2

5.2

5.2

4.1

1.2

1.7

2.9

5.2

12.8

1.2

3.5

4.1

1.2
28.5

0 5 10 15 20 25 30

１．事務職�

２．外勤の営�業・販売職�

３．商品開発�部員�

４．店舗開発�担当者�

５．カタログ�作成�

６．ウェブ・�マスター�

７．バイヤー�

９．スーパー�バイザー�

１０．店主・�店長�

１１．売場主�任・売場マネージャー�

１２．売場担�当者�

１３．加工・�調理係�

１５．ＰＯＰ�ライター�

１６．レジ係�、キャッシャー、チェ�ッカー�

１７．店頭で�の顧客対応�

１８．電話に�よる顧客対応�

１９．データ�入力オペレーター�

２０．清掃、�設備管理・保全、警備�

２１．物流セ�ンターの管理職�

２２．物流セ�ンターの作業員�

その他�

無回答�

（％）�
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図3－ 73 その職種での雇用を可能にする条件（問3－ 3）

問３－３．選んだ職種での雇用を可能にする条件（n=172）�
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4.1
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職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�
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（3）医療・福祉関連分野

今後、従事する可能性が考えられる職種としては、「その他の事務職」（8.6 ％）、「仕分

け・検品」（7.4％）、「クリーニング職」（5.9％）が多くなっている。

これらの職種での雇用を可能にする条件については、「教育訓練によるスキルの向上」

（34.0％）、「指導的社員や同僚のサポート」（27.3％）が多くなっている。

図3－ 74 今後、従事する可能性が考えられる職種（問3－ 1）

問３－１．現在�従事している職種以外の、担�当が考えられる職種（�n=256）�
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３．病棟クラーク�

４．カルテ管理業務�
５．保険請求業務�（介護、医療）�
６．要介護認定関連手続き代行�

７．ケアプラン作�
８．入所・入院者のための連絡調整�

成�

９．物品仕入れ・�
１０．その他の事務職�

管理�

１１．データ入力�
１２．施設長、院長�
オペレーター�

１３．身の回りの�世話（介助に近い）�
１４．医療ケアの補助�

１５．余暇・機能�訓練の支援�
１６．相談・話し相手�

１７．ホームヘル�パー（家事型）�
１８．ホームヘルパー（介助型）�

１９．訪問看護�
２０．車輌の運転手�

２１．調理�
２２．クリーニング職�
２３．仕分け・検�
２４．廃棄物の分別�

品�

２５．輸送�
２６．各種検査技術師�

２７．検査補助�
２９．清掃員�

３０．設備管理�
３１．その他�

３３．営業職・販�
５２．取扱い商品のメンテナンス�

売職�

５５．パソコン操�作�

（％）�
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図3－ 75 その職種での雇用を可能にする条件（問3－ 3）

問３－３．選んだ職種での雇�用を可能にする条件（n=256）�

34

5.9

3.1

7

3.9

3.5

3.5

27.3

5.1

1.6

10.9

10.9

3.5

11.7

2.3

34.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40

教育訓練によるスキルの向上�

他の関連職種の経験�

作業工程の分解および再編成�

職場の施設・設備の改善�

職能支援機器の導入�

情報通信機器の整備�

相談員の配置�

指導的社員や同僚のサポート�

通勤手段への配慮�

在宅勤務を可能にする環境整�備�

作業の安全性への一層の配慮�

無理のない労働時間�

その他�

特に必要な条件はない�

わからない�

無回答�

（％）�
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第4節　アンケート調査分析結果

図 3－ 76に示す考え方に基づいて、身体障害者雇用空間の分析、および可能性のある職

域拡大パターンの分析を行った。

図3－ 76
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職種B職種体系�
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身体障害者雇用空間の現状把握�
【事業所アンケート　問2】�

障害者特性�

下肢� ････�

････�

視覚�
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聴覚� 上肢� 下肢� ････�

････�

成長職種の把握�
【事業所アンケート　問3-1】�

就労可能障害特性の把握�
【事業所アンケート　問3-3】�

職域拡大可能性の検討�
【個別アンケート　問3-1】�

個別就労事例�
の抽出�

【個別アンケート　問2-1】�

訓練コース開発ターゲットの抽出・プライオリティ付け�
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4－ 1 身体障害者雇用空間の分析

現在、どのような職種で、どのような障害特性の人の雇用が実現しているか、また将来

実現する可能性があるかを、〔職種×障害の種類〕の表に集約して分析している。

（資料5 身体障害者雇用空間の分析）

（1）事業所アンケート

事業所アンケートの問 2では、現在、どのような職種に、どのような障害特性の人が従

事しているかを質問した。その結果は、■印（重度）および□印（重度以外）で示されて

いる。

また問3－ 1では、今後 5年程度において従業員数が伸びそうな職種を尋ね、問3－ 3で

は、それらの職種に関して、どのような障害特性の人に雇用実現の可能性があるのかを質

問した。問 3－ 1と問 3－ 3とのクロス集計結果は、★印（重度）および☆印（重度以外）

で示されている。

■／□印と★／☆印の散布状況を考察することにより、現在は雇用が多く実現している

が、今後の成長は期待されない職種、あるいは現在は雇用があまり実現していないが、今

後は期待できる職種などを分析することができる。

（2）個別事例アンケート

個別事例アンケートにおいても、問 1（4）①で障害特性を、問 2－ 1では現在従事して

いる職種を質問した。問 1（4）①と問 2－ 1とのクロス集計結果も、事業所アンケートに

基づくものとは別の表の中で、■印（重度）および□印（重度以外）で示されている。

〔職種×障害の種類〕の表における■印および□印の散布状況は、いわば、現在の身体

障害者の雇用空間を把握するものである。事業所アンケート結果の集約表と、個別アン

ケート結果の集約表とを比較することにより、現在の身体障害者の雇用空間を確認するこ

とができる。
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4－ 2 職域拡大パターンの分析

個別事例アンケートでは、問 2－ 1で現在従事している職種を、問 3－ 1で今後雇用の

可能性がある職種を質問した。

両者のクロス集計結果を考察することにより、現在どのような職種に従事している人が、

今後どのような職種に職域拡大を図れる可能性があるかを、分析することができる。

この職域拡大パターンを、障害特性別に分析したのが、「資料 7 職域拡大パターンの分

析」である。

なかでも成長職種、事業所アンケートの問 3－ 1（障害の有無に関わらず従業員数が伸

びそうな職種）で回答が比較的多かった職種に注目し、個別事例アンケート集計結果に基

づく職域拡大パターンの詳細な分析を行った。
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4－ 3 能力開発すべき職種の絞り込み

4 － 1で行った分析、および 4－ 2で行った成長職種に関する職域拡大パターン分析に基

づいて、開発プログラムおよびコースの目標職種の絞り込みを行った。職種、受講要件等、

障害特性の配慮を以下に示す。

表3－ 3 情報通信関連分野

表3－ 4 流通関連分野

表3－ 5 医療・福祉関連分野

職　　　種�

身の回りの世話（介助に近い）�

ホームヘルパー（介助型）�

新卒者、可�
肢体不自由、重度障害への配�

慮�

肢体不自由、重度障害への配�

慮�

クリーニング職� 重度障害への配慮�新卒者、可�

受講要件等� 障害特性の配慮�

職　　　種� 受講要件等� 障害特性の配慮�

売場担当者�

加工・調理係�

新卒者、可� 重度障害への配慮�

視覚、内部障害、肢体不自由�
（上肢）及び重度障害への配慮�

職　　　種�

営業職・販売職�

商品開発�

システム・コンサルタント等�

システム・エンジニア�

プログラマー�

新卒者、可� 視覚障害、聴覚障害への配慮�

設計および組立関連の経験�

システム・エンジニア経験�

プログラミング経験�

OA経験�

受講要件等� 障害特性の配慮�
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